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住宅性能の評価指標
特集

徳武産業株式会社
注目企業を訪ねる

好木心

栄華を物語る
木造3階建ての旧料亭「三宜楼」
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2015 年7月に制定された「建築物省エネ法」に基づき、

新たな省エネ性能表示制度が 2016 年4 月からスタートした。

その一つ「住宅版BELS＊1」（建築物省エネルギー性能表示制度）は、

地域型住宅グリーン化事業やZEH支援事業などにも活用され、

今後、住宅の省エネ性能表示の指標として普及していくと思われる。

2020 年の省エネ基準適合義務化に向けて、消費者も事業者も

省エネ性能など住宅の性能表示に真摯に向き合う必要があるだろう。

今号では、住宅性能を評価するさまざまな指標の概要や特徴を一覧表にまとめた。

住
宅
性
能
や
環
境
性
能
を

評
価
す
る
共
通
ル
ー
ル
の
制
定

　

２
０
０
０
年
に
住
宅
性
能
表
示
制
度
が

登
場
す
る
ま
で
、
日
本
に
は
住
宅
の
性
能

を
評
価
す
る
共
通
ル
ー
ル
が
な
か
っ
た
。

そ
の
た
め
住
宅
の
相
互
比
較
が
難
し
い
、

評
価
の
信
頼
性
に
不
安
が
あ
る
な
ど
の
問

題
点
が
指
摘
さ
れ
て
い
た
。
そ
こ
で
、

２
０
０
０
年
公
布
の「
住
宅
の
品
質
確
保

の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
」「（「
住
宅
品

質
確
保
促
進
法
」あ
る
い
は「
品
確
法
」）に

基
づ
き
、
第
三
者
機
関
が
共
通
の
ル
ー
ル

で
新
築
住
宅
を
評
価
し
、
評
価
書
を
交
付

す
る
任
意
制
度
の
住
宅
性
能
表
示
制
度
が

作
ら
れ
た
。

　

評
価
項
目
は
耐
震
か
ら
省
エ
ネ
、
空
気

環
境
ま
で
多
岐
に
わ
た
る
総
合
評
価
型

で
、
２
０
０
２
年
に
は
、
既
存
住
宅
を
対

象
と
し
た
既
存
住
宅
の
住
宅
性
能
表
示
制

度
も
ス
タ
ー
ト
し
た
。
こ
の
性
能
表
示
基

準
は
２
０
１
６
年
１
月
に
見
直
さ
れ
、
４

月
か
ら
改
正
基
準
が
施
行
さ
れ
て
い
る
。

　

２
０
０
１
年
に
建
築
環
境
総
合
性
能
評

価
シ
ス
テ
ム（
C
A
S
B
E
E
）＊
２
が
登

場
し
た
背
景
に
は
、
建
築
物
の
サ
ス
テ
ナ

ビ
リ
テ
ィ
へ
の
関
心
の
高
ま
り
が
あ
っ

た
。
日
本
に
は
な
か
っ
た
環
境
性
能
を
評

価
す
る
仕
組
み
が
求
め
ら
れ
た
の
だ
。
室

内
環
境
や
景
観
へ
の
配
慮
な
ど
の〈
環
境

品
質
向
上
〉と
、
資
源
消
費
な
ど
の〈
環

境
へ
の
負
荷
低
減
〉か
ら
環
境
性
能
を
評

価
し
、
５
段
階
に
格
付
け
す
る（
星
の
数

で
格
付
け
・
表
示
）。

省
エ
ネ
性
能
へ
の

適
合
を
表
示
す
る

新
し
い
性
能
評
価
指
標
が
登
場

　

省
エ
ネ
住
宅
が
推
奨
さ
れ
る
中
、
省
エ

ネ
に
的
を
絞
っ
た
性
能
評
価
指
標
と
し
て

２
０
０
９
年
か
ら
始
ま
っ
た
の
が
住
宅
省

エ
ネ
ラ
ベ
ル
だ
。
戸
建
て
住
宅
の
一
次
エ
ネ

ル
ギ
ー
消
費
量
と
断
熱
性
能
の
基
準
適
合

を
表
示
す
る
。
現
在
、
一
般
消
費
者
が
省

エ
ネ
住
宅
を
見
極
め
る
際
に
役
立
つ
ラ
ベ

ル
と
な
っ
て
い
る
。
省
エ
ネ
法
の
改
正
に
伴

い
２
０
１
７
年
３
月
末
に
廃
止
の
予
定
だ
。

　

２
０
１
６
年
４
月
か
ら
は
住
宅
版
Ｂ
Ｅ

Ｌ
Ｓ
が
ス
タ
ー
ト
し
た
。
２
０
１
５
年
に

公
布
さ
れ
た「
建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

性
能
の
向
上
に
関
す
る
法
律
」（
以
下
、
建

築
物
省
エ
ネ
法
）に
基
づ
く
表
示
制
度
の
一

つ
で
、
省
エ
ネ
性
能
の
レ
ベ
ル
を
５
段
階

の
星
で
分
か
り
や
す
く
表
示
し
た
も
の
だ
。

　

同
じ
く
２
０
１
６
年
４
月
か
ら
、「
建

築
物
省
エ
ネ
法
」の
表
示
制
度
と
し
て
省

エ
ネ
基
準
適
合
認
定･

表
示
制
度
が
開
始
。

行
政
庁
か
ら
省
エ
ネ
基
準
の
適
合
認
定
を

受
け
る
と
、「
省
エ
ネ
基
準
適
合
認
定
マ
ー

ク（
ｅ
マ
ー
ク
）」を
建
築
物
や
広
告
な
ど

に
表
示
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

ま
た
、
省
エ
ネ
基
準
の
水
準
を
超
え
る

「
誘
導
基
準
」等
の
認
定
基
準
に
適
合
し
て

い
る
場
合
は
、
省
エ
ネ
性
能
向
上
計
画
認

定
・
容
積
率
特
例
が
行
政
庁
か
ら
認
定
さ

れ
、
省
エ
ネ
性
能
向
上
の
た
め
の
設
備
に

住宅性能の評価指標
特  集

つ
い
て
、
容
積
率
特
例
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
る
。

省
エ
ネ
基
準
適
合
義
務
化
に
向
け

証
明
書
類
は
重
要
な
ツ
ー
ル

　

住
宅
性
能
の
も
の
さ
し
で
あ
る「
住
宅

性
能
表
示
制
度
」は
、
オ
ー
ル
ラ
ウ
ン
ド

の
住
宅
性
能
評
価
だ
が
、「
住
宅
版
Ｂ
Ｅ

Ｌ
Ｓ
」な
ど
は
省
エ
ネ
に
特
化
し
た
表
示

制
度
だ
。
２
０
２
０
年
の
省
エ
ネ
基
準
適

合
義
務
化
に
向
け
て
の
流
れ
と
い
え
る
。

　

住
宅
性
能
の
表
示
制
度
は
も
の
さ
し
と

し
て
の
存
在
意
義
は
大
き
く
、
Ｚ
Ｅ
Ｈ
支

援
事
業
の
加
点
項
目
で
も
あ
る
た
め
急
速

に
普
及
し
つ
つ
あ
る
。
ま
た
、
税
制
優
遇

や
補
助
金
と
い
っ
た
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が

あ
る
長
期
優
良
住
宅
な
ど
の
認
定
制
度

は
、
順
調
に
普
及
し
て
い
る
。
一
般
消
費

者
に
と
っ
て
メ
リ
ッ
ト
が
あ
れ
ば
、
建
築

事
業
者
も
認
定
取
得
を
勧
め
や
す
く
な

る
。
今
後
、
補
助
事
業
で
の
要
件
化
や
優

遇
措
置
な
ど
が
加
わ
れ
ば
、
普
及
に
弾
み

が
つ
く
と
思
わ
れ
る
。

　

省
エ
ネ
基
準
適
合
の
義
務
化
は
、
４
年

後
に
は
待
っ
た
な
し
で
や
っ
て
く
る
。
ハ

ウ
ス
メ
ー
カ
ー
が
省
エ
ネ
基
準
適
合
や
Ｚ

Ｅ
Ｈ
仕
様
へ
の
対
応
を
進
め
る
中
、
中
小

工
務
店
も
省
エ
ネ
性
能
へ
の
積
極
的
な
取

り
組
み
が
求
め
ら
れ
る
。
そ
の
際
、
証
明

書
類
は
重
要
な
ツ
ー
ル
と
な
る
。

　

国
は
、
住
宅
の
省
エ
ネ
基
準
適
合
推
進

の
た
め
、
流
通
事
業
者
や
メ
ー
カ
ー
な
ど

住
宅
関
連
事
業
者
を
介
し
た
中
小
工
務
店

支
援
を
模
索
し
て
い
る
。
各
地
で
講
習
会

＊1　BELS : Building-Housing Energy-efficiency Labeling System
＊2　CASBEE : Comprehensive Assessment System for Built Environment Efficiency

出所：国土交通省資料などをもとに作成

を
実
施
す
る
中
で
省
エ
ネ
仕
様
を
提
案

し
、
適
合
証
明
申
請
の
サ
ポ
ー
ト
を
行
う

と
い
う
も
の
だ
。
こ
う
し
た
サ
ポ
ー
ト

は
、
建
材
流
通
店
な
ど
に
も
期
待
さ
れ
る

役
割
の
一
つ
と
い
え
る
だ
ろ
う
。

　２０１６年４月から、「建築物省エネ法」の第７条
により、住宅・建築物の販売・賃貸事業者に対し、
省エネ性能の表示や取引の相手方に対する説明の
努力義務が課されました。省エネ性能表示や説明
は、一次エネルギー消費量に基づいて、「ＢＥＬＳ」
や自己評価等で行うことになります。
　ＢＥＬＳは、２０１４年から非住宅建築物向けの
省エネ性能の表示制度として始まったものです。
今年４月からは住宅も表示努力義務の対象になっ
たことに伴い、住宅版BELSも始まりました。ＢＥ
Ｉ（設計一次エネルギー消費量÷基準一次エネル
ギー消費量）の値に基づき、星の数でラベリングさ
れます。省エネ基準以上の性能ならば☆２つで、
最高等級は☆５つです。
　国は、各種補助制度などにより、ＢＥＬＳの普
及に力を入れています。従来日本では、消費者が
住まい選びの際に省エネ性能を意識することがあ
まりありませんでした。省エネ性能が住宅の販売

価格や家賃に反映されることもあまりないため、
住宅事業者もコストをかけて省エネ性能を向上さ
せるメリットがあまりありませんでした。そこで国
は、消費者が省エネ性能を意識して住まい選びを
するように促すことで、住宅事業者が省エネ性能
を向上させる動機付けにしようとしているのです。
　省エネ性能のメリットを消費者に分かりやすく
伝えるため、光熱費の削減効果を“円単位”で示し
て、建設コストと光熱費のバランスを示す取り組
みも広まりつつあります。日本ＥＲＩも、ＢＥＬＳ
を補完する営業ツール
として、（一社）日本エ
ネルギーパス協会と提
携し、エネルギーパス＊

の第三者認証により光
熱費削減額を分かりや
すく示すサービスを提
供しています。

＊ 建築物の断熱性能や設備の効率性を評価し、必要なエネルギー量などを表示するドイツ生まれの「家の燃費性能」を示す指標

省エネ性能のラベリング「住宅版BELS」がスタート

日本ERI株式会社  省エネ企画推進部兼経営企画部  副部長 高橋 彰氏

図. 住宅の省エネ施策の展開
1970～分　類

①

②

③

省
エ
ネ
法
に

基
づ
く
規
制

省
エ
ネ
性
能

の
表
示・情
報
提
供

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

の
付
与

1980～ 1990～ 2000～ 2010～

・1979 年～ 省エネ法（努力義務）

・1980 年～ 
  省エネ基準
  1980 年版

・1999 年～ 省エネ基準 1999 年版（強化）
・2013 年～ 省エネ基準 2013 年版（一次エネルギー消費量基準）

・2015 年～ ＜建築物省エネ法＞ 2016 年～ エネルギー消費性能基準

・2000 年～ ＜住宅品質確保促進法＞住宅性能表示制度
・2001年～ 建築環境総合性能評価システム（CASBEE）

・2009 年～ ＜省エネ法＞住宅省エネラベル（2017 年 3 月末廃止予定）
・2016 年～ 建築物省エネルギー性能表示制度（住宅版 BELS）
・省エネ基準適合認定・表示制度
・省エネ性能向上計画認定・容積率特例

・2007 年～ フラット35S（住宅ローン金利優遇）

・ネット･ゼロ･エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）支援事業
・2012 年～ 住宅のゼロ・エネルギー化推進事業
・2014 年～ 長期優良住宅化リフォーム推進事業

・2009 年～ ＜長期優良住宅の普及の促進に関する法律＞
                長期優良住宅認定制度（住宅ローン減税、固定資産税の減額等）

・2012 年～ ＜都市の低炭素化の促進に関する法律＞
                低炭素建築物認定制度（住宅ローン減税等）

融資

予算

税制

一次エネルギー消費量基準
外皮基準

適合

適合

( ゼロエネ相当 )

UA= 0.59
（10％削減）

Building-Housing
Energy-e�　iciency
Labeling
System

0 

少ない 多い

誘導基準 省エネ基準

60 %削減この住宅の
設計一次エネルギー消費量 000  MJ/( ㎡･年 )

0000MJ/(㎡・年)
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総合評価型（住宅性能） 総合評価型（環境性能） 特化型　（省エネ）
段階評価方式 段階評価方式 基準適合方式

名 　 称 住宅性能表示制度 CASBEE-戸建
建築環境総合性能評価システム

住宅版　BELS
住宅版：建築物省エネルギー性能表示制度 住宅省エネラベル 省エネ基準適合認定・表示制度 省エネ性能向上計画認定・容積率特例

対象物（運用開始） 新　築 （2000年10月） 既　存 （2002年12月） 新 築・既 存  （ 2007年9月） 新 築・既 存  （ 2016月4月） 新　築 （2009年6月） 既 　存  （ 2016年4月） 新築･既存（増改築等のみ） （2016年4月）

目　的
住宅の性能を共通のものさしで客観的に示し、それ
を第三者が評価することで、安心して住宅の取得が
できるようにする。

既存住宅の性能評価にまで、第三者の評価・表示対
象を広げ、既存住宅流通の活性化を促す。

環境品質の向上と環境負荷低減を、総合的な環
境性能として評価を行い、分かりやすい指標で
示す。

エネルギー消費性能の優れた建築物が市
場で適切に評価され、消費者に選択され
るよう環境整備を図る。

建売住宅の省エネ性能向上促進のための基
準に適合しているかどうかを一般消費者に
伝える。

エネルギー消費性能の優れた建築物が市場
で適切に評価され、消費者に選択されるよ
うな環境整備を図る。

建築物の省エネ性能が省エネ基準を超え、
さらにいっそうの性能向上を図る。

概　要

新築住宅の性能を共通のものさしで等級や数値など
で表示する。設計時と建設時の2種類がある。
＜設計住宅性能評価＞
設計図書等をもとに評価する。
＜建設住宅性能評価＞
設計住宅性能評価を受けた設計図書通りに施工が行
われているかを4回の現場検査を経て評価する。

既存住宅の性能を9分野で等級や数値などで表示
し、性能比較を可能にする。現況検査を伴い建設
住宅性能評価のみ。

省エネや環境負荷の少ない資機材使用などの環
境配慮はもとより、室内の快適性や景観配慮な
ども含めた建築物品質を、6分野46項目から
総合的に評価し、格付けする。

住宅の省エネ性能の評価･表示を行う。
一次エネルギー消費量から算出されるＢ
ＥＩ（＝設計一次エネルギー消費量÷基
準一次エネルギー消費量）の値をもとに、
5段階の☆で分かりやすく表示する。

建売住宅の総合的な省エネ性能が「住宅事
業建築主の判断基準」に適合しているかを
評価 ･ 表示する。または自己評価により断熱
性能の基準への適合性を表示する。

既存住宅が新しい「省エネ基準」に適合し
ていることを所管行政庁が認定する。認定
を受けた建物は、「省エネ基準適合認定マー
ク（ｅマーク）」を表示できる。

省エネ基準の水準を超える「誘導基準」に
適合していることを所管行政庁が認定す
る。

法　律 「住宅の品質確保の促進等に関する法律（品確法）」 「住宅の品質確保の促進等に関する法律（品確法）」 建築物総合環境性能評価認証制度
（（一財）建築環境・省エネルギー機構による）

「建築物のエネルギー消費性能の向上に
関する法律（建築物省エネ法）」

「エネルギーの使用の合理化等に関する法
律（省エネ法）」第 86 条

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関
する法律（建築物省エネ法）」第36条

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関
する法律（建築物省エネ法）」第30条

マーク —

審 査・認 定 機 関

申請 の 流 れ

申請費用 ※1

＜設計住宅性能評価＞
45,000円（必須4分野)+1,000円（選択分野毎）
＜建設住宅性能評価＞
95,000円（必須4分野)+1,000円（選択分野毎)

＜設計住宅性能評価＞
現況検査（必須項目）
　設計図書あり ： 80,000 円～
　設計図書なし： 120,000 円～

A 80,000円
　（例：ハウスプラス確認検査株式会社）
B なし

30,000 円 A 30,000 円
B なし

A  「性能基準」で評価した場合 34,400 円
    「仕様基準」で評価した場合 17,700 円
B   35,100 円
     （審査：30,000 円、認定：5,100 円）

A  34,400 円
B  35,100 円
　 （審査：30,000 円、認定：5,100 円）

税制優遇 — — — — — — —
フラット35Sの適合
証明書として利用

(新築の場合）

＜設計性能評価＞
A プラン、B プラン（評価の内容による） — — — A プラン Bプラン（竣工日：2016年4月1日〜） Aプラン（竣工日：2016年4月1日〜）

Bプラン（竣工日：〜 2016年3月31日）

その 他

・等級により設計住宅性能評価が長期優良住宅認定
制度で必要な適合証として利用できる。

・耐震等級に応じた地震保険料の割引。※ 4

・銀行等の住宅ローン金利が優遇される。
・建設住宅性能評価を取得すると、トラブル発生時

に紛争処理機関を利用できる。

・耐震等級に応じた地震保険料の割引。※ 4

・トラブル発生時に紛争処理機関を利用できる。
・地方自治体によって、補助事業の採択要件化、

融資優遇などがある。

— — —

・地域型住宅グリーン化事業の「高度省エ
ネ型（性能向上計画認定住宅）」の補助
対象となる。※ 2

・省エネ性能向上のための設備設置面積が
容積率特例を受けることができる。

要件化されている
補助事業

（国が実施するもの）※2
— — ・サステナブル建築物等先導事業

・地域型住宅グリーン化事業
・既存建築物省エネ化推進事業
・ZEH 支援事業（ＢＥＬＳ取得で加点あり）

— ・既存建築物省エネ化推進事業（300㎡以上）・地域型住宅グリーン化事業の「高度省エ
ネ型（性能向上計画認定住宅）」

評 価 項目
＜必須 4 分野＞
①構造の安定 ②劣化の軽減  
③維持管理・更新への配慮 ④温熱環境
＜選択 6 分野＞
⑤火災時の安全 ⑥空気環境 ⑦光・視環境 ⑧音環境 
⑨高齢者等への配慮 ⑩防犯

＜必須＞
現況検査
＜選択 9 分野＞
①構造の安定 ②劣化の軽減 ③維持管理・更新へ
の配慮 ④温熱環境 ⑤火災時の安全 ⑥空気環境 
⑦光・視環境 ⑧高齢者等への配慮 ⑨防犯

①環境品質・性能
②環境負荷

①一次エネルギー消費量
②外皮性能

①総合的な省エネ性能の達成率
  （基準一次エネルギー消費量÷住宅の
   一次エネルギー消費量×100）
②断熱性能（任意）

①一次エネルギー消費量
②外皮性能

①一次エネルギー消費量
②外皮性能

適 合 基 準 ①100％以上※5

②H25年基準
①H28年基準 ＋10％  ①'H28年基準※6

②            —               ②'H25年基準
①H28年基準  ①'H28年基準 −10％※6

②       —        ②'H25年基準

普 及 件 数（ 累 計 ）
＜設計住宅性能評価＞
102万3,425件（2016年3月末まで）
＜建設住宅性能評価＞
81万6,216件（2016年3月末まで）

1.393件（2016年3月末まで） 119件（2016年7月末まで） 1,214件（2016年4 ～７月） 公表数字なし 公表数字なし 公表数字なし

申請難易度※ 3

今後の活用に向けた
オススメ度

ポ イント！

・住宅性能の標準となる制度。共通のものさしであ
り他物件との性能比較を可能にする。

・長期優良住宅認定とのセット（同時申請）での評
価書取得がしやすい。

・建設住宅性能評価で行われる現場検査は、完成後
の住宅性能を担保する唯一の指標である。

・図面の作成、現況検査が必要など手間がかかる。
・コストとメリットのバランスが取りにくい。
・既存住宅の売買に際しての現況検査として活用で

きる。

・補助要件、自治体の要求などで認定が必須な
建築物がある。

・一定以上の床面積の建築物に提出を義務化する
自治体が増え、現在 24 自治体ある。

・公共建築物主体で住宅は少ないが、考え方は普
及する可能性がある。

・一目で住宅の省エネ性能比較ができる
ため、今後は建売購入の目安になりうる。

・評価書がいくつかの評価制度に活用で
き、申請が合理化できる。

・ZEH 支援事業により、今後積極的に取
得されると思われる。

・建売戸建住宅を新築・販売する事業者
  （住宅事業建築主）を対象としたもの。
・「省エネ法」改正に伴い、2017 年 3 月末

で廃止予定。

・既存の延べ床面積が大きい建築物への利
用がほとんどである。

・補助金が活用できる。
・延べ床面積の大きい建築物への利用がほ

とんどである。
・非住宅では容積率特例がインセンティブに

なる。

※1　申請費用（申請図書作成費は除く）
＊第三者機関：

・2階建戸建住宅
 （延べ床面積100㎡）の場合
・日本ERI株式会社による単独審査

＊所管行政庁：東京都千代田区の場合

特集P4〜6は「建材マンスリー」編集部の
独自調査により作成したものです

※2　補助事業の内容は2016年度
のもの。補助金額は各HPで
ご確認ください

※3	 申請難易度は、省エネ性能の書類作成
労力（省エネ性能が高いほど労力がかか
ると想定）をベースに、それ以外の労力
を加味し、総合的に判断。

なお、住宅性能評価（新築）では下記の
等級を取得する場合で判断
・ 構造の安定 …… 等級2
・ 劣化の軽減 …… 等級3（最高）
・ 維持管理更新 … 等級3（最高）
・ 温熱環境 ……… 等級4（最高）

※4　地震保険
	 昭和56年6月以降に新築された住

宅は10％割引となる。耐震等級に
よっては10％以上の割引あり。

※5　住宅事業建築主の判断基準
	 基準一次エネルギー消費量は、平

成11年基準に相当する断熱性能を
有するものとし、平成20年時点に
おいて一般的な設備機器、標準生
活条件を設定して算出した標準的
な一次エネルギー消費量の−10％

※6	 ① ②	：	2016年4月1日に現存する
	           建物の場合  
	 ①'②'	：	2016年4月1日以降に新築
	           着工された建築物の場合

メ
リ
ッ
ト

＜設計住宅性能評価＞

＜建設住宅性能評価＞

A

A  第三者機関が審査

B  CASBEE 評価員などによる自己評価

第三者機関が審査

A

B
一次エネルギー消費量基準
外皮基準

適合

適合

( ゼロエネ相当 )

UA= 0.59
（10％削減）

Building-Housing
Energy-e�　iciency
Labeling
System

0 

少ない 多い

誘導基準 省エネ基準

60 %削減この住宅の
設計一次エネルギー消費量 000  MJ/( ㎡･年 )

0000MJ/(㎡・年)

建築物エネルギー消費性能基準
適合認定認定

この建築物は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関
する法律第 36条第 2項の規定に基づき、建築物エネル
ギー消費性能基準に適合していると認められます。

② 認 証 書 交 付

① 審 査 依 頼

申請者 第三者機関

A  第三者機関が審査

B  自己による自己評価証
② 適 合 書 交 付

① 審 査 依 頼

申請者 第三者機関

第三者機関が審査

② 評 価 書 交 付

① 審 査 依 頼

申請者 第三者機関

②認定通知書交付

①審査・認定申請

申請者 所管行政庁

A  所管行政庁が審査・認定 B  第三者機関が審査し、所管行政庁が認定

②適合書交付 ④認定通知書交付

①審査依頼 ③認定申請

第三者機関 所管行政庁申請者
② 評 価 書 交 付

① 評 価 申 請

申請者 第三者機関

（戸建住宅の場合）　※新築は完了検査前のものと定義する。Ａ．住宅の性能評価・表示制度

易 難 易 難 易 難 易 難易 難 易 難 易 難1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
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総合評価型（優良品質） 特化型　（省エネ） 特化型　（省エネ・創エネ）
　認定住宅制度 認定住宅制度 支援事業

名 　 称 認定長期優良住宅 低炭素住宅認定制度 ZEH
ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス

対象物（運用開始） 新 築（2009年6月） 既 存（増改築のみ）（2016年4月） 新 築・既 存（ 2012年12月） 新築･既存（2012年度）

目　的 長期にわたり、住宅を良好な状態で
使用する。

リフォーム市場の拡大と、良質な既
存住宅の流通を促進する。

都市の建築物の低炭素化を推進す
る。

政策目標達成にむけて、ZEH の自立
的普及を目指す。

概　要
長期にわたり良好な状態で使用す
るための措置が講じられた優良な
住宅を認定する。

増改築により、構造および設備を
長期にわたり良好な状態で使用す
るための措置が講じられた優良な
既存住宅を認定する。

市街化区域等において、低炭素化
の措置を講じた建築物を認定す
る。

高断熱外皮、高性能設備、制御機器
等を組み合わせ、年間の一次エネル
ギー消費量が正味ゼロとなる住宅

（ZEH）に対する補助金制度。

法　律 「長期優良住宅の普及の促進に関
する法律」

「長期優良住宅の普及の促進に関
する法律」

「都市の低炭素化の促進に関する
法律」 —

認 定 機 関

申請 の 流 れ 　

申請費用 ※1

A  47,000円
B  57,200円（審査：50,000円、
    認定：7,200円）
C  21,000円（審査：5,000円、　
    認定：16,000円）

A  68,000円
B  70,000 ～ 90,000円
   （審査：60,000 ～ 80,000円、
    認定：10,000円）

A  35,000円
B  34,700円（審査：30,000円、
    認定：4,700円）

—

税制優遇
・所得税（住宅ローン減税、投資

型減税）・登録免許税軽減・不動
産取得税軽減・固定資産税軽減

— ・所得税（住宅ローン減税、投資
型減税）・登録免許税軽減 —

フラット35Sの適合
証明書として利用

(新築の場合）
A プラン — A プラン —

その 他

・地域型住宅グリーン化事業の「長
寿命型（長期優良住宅）」の補助
対象となる。※ 2

・耐震等級に応じた地震保険料の
割引。　　

・耐震等級に応じた地震保険料の
割引。

・長期優良住宅化リフォーム推進
事業の補助対象となる※ 2

・地域型住宅グリーン化事業の「高
度省エネ型（認定低炭素住宅）」
の補助対象となる。※ 2

・省エネ向上に係る設備設置面積
の容積率特例がある。

・補助金額：125 万円（一部 150
万円・蓄電システム導入の場合加
算あり）。※ 2

・横浜市等一部の地方自治体による
補助制度あり。

評価項目

①劣化対策  
②耐震性  
③維持管理・更新の容易性  
④省エネルギー対策  
⑤居住環境  
⑥住戸面積

①劣化対策  
②耐震性  
③維持管理・更新の容易性  
④省エネルギー対策  
⑤居住環境
⑥住戸面積 

①一次エネルギー消費量
②外皮性能

①外皮性能
②導入する各設備機器の性能値
③設計一次エネルギー消費量の基準： 
   一次エネルギー消費量からの削減率
   （再生可能エネルギーを除く場合）
④       〃    （     〃　 加える場合）

認定要件

・①～⑥が新築基準に適合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・維持保全計画書の作成

・①～⑥が増改築基準に適合
・現況検査実施、状況報告書の作成
・リフォーム履歴の作成
・維持保全計画書の作成

・①～②が「誘導基準」に適合
・低炭素化の措置２項目以上を講

じる
など

・①～④が ZEH 基準を満たす
・ZEH ビルダーとして登録された設

計、建築または販売を行う住宅で
ある。

など

普及件数（累計） 70万5,039件（２０１６年6月末まで） 公表数字なし 9,792件（２０１６年６月末まで） 8,106件（2016年3月末まで）

申請難易度※3

今後の活用に向けた
オススメ度

ポイント！

・税制優遇がある。
・補助金が活用できる。
・流通時の資産証明になる。
・インセンティブがある限り普及

すると思われる。

・補助金が活用できる。　
・改修コストが多額になる。
・現況検査が必要、図面の作成な

ど手間がかかる。

・税制優遇がある。
・補助金が活用できる。
・流通時の資産証明となる。
・長期優良住宅認定が困難な場合

でも、税制優遇利用が可能な場
合がある。　

・補助金が活用できる。
・流通時の資産評価になる。
・環境意識の高い顧客へのインセン

ティブになる。
・補助事業が継続する限り普及する

と思われる。

メ
リ
ッ
ト

A  所管行政庁が審査・認定 B  第三者機関が審査し、所管行政庁が認定

C  第三者機関が審査し、所管行政庁が認定
　 （設計性能評価と同時申請の場合）

Ｂ．住宅の認定制度・補助制度

②認定通知書交付

①審査・認定申請

申請者 所管行政庁

②適合書交付 ④認定通知書交付

①審査依頼 ③認定申請

第三者機関 所管行政庁申請者

①交付申請

③実績報告書

②交付通知

④補助金支払

申請者 SII

(一社)環境共創イニシアチブ
（SII）が審査

易 難 易 難易 難 易 難

（戸建住宅の場合）　※新築は完了検査前のものと定義する。

※2　補助事業の内容は2016年度のもの。
補助金額は各HPでご確認ください

1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5

※1　申請費用
＊第三者機関：

・2階建戸建住宅
 （延べ床面積100㎡）の場合
・日本ERI株式会社による単独審査

＊所管行政庁：東京都千代田区の場合

※3	 申請難易度は、省エネ性能の書類作
成労力（省エネ性能が高いほど労力
がかかると想定）をベースに、それ
以外の労力を加味し、総合的に判断。

なお、住宅性能評価（新築）では下記
の等級を取得する場合で判断
・ 構造の安定 …… 等級2
・ 劣化の軽減 …… 等級3（最高）
・ 維持管理更新 … 等級3（最高）
・ 温熱環境 ……… 等級4（最高）
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総
覧
と
い
え
よ
う
。

　

64
畳
の
大
広
間
と
16
畳
の
能
舞
台
か
ら
な
る
２
階
の
通
称

「
百
畳
間
」は
、
部
屋
の
中
央
部
に
柱
を
一
本
も
配
さ
な
い
広
大

な
空
間
に
な
っ
て
い
る
。
部
屋
の
周
囲
に
直
径
３
０
０
ミ
リ
の

柱
を
何
本
も
通
す
こ
と
で
、
３
階
部
分
を
支
え
て
い
る
。

　
料
亭
は
１
９
５
５
年
頃
に
廃
業
。
現
在
で
は
再
現
が
困
難
だ

と
い
わ
れ
て
い
る
建
屋
は
、
老
朽
化
に
よ
り
売
却
、
解
体
の
危

機
に
あ
っ
た
。
し
か
し
、
そ
れ
を
知
っ
た
地
元
の
有
志
た
ち
が

「
三
宜
楼
を
保
存
す
る
会
」を
結
成
。
２
０
０
０
万
円
の
募
金
と

１
万
６
０
０
０
人
も
の
署
名
を
集
め
て
所
有
権
を
取
得
し
、
北

九
州
市
へ
寄
贈
し
た
。
そ
れ
を
受
け
た
北
九
州
市
は
２
０
１
２

年
に
保
存
修
理
工
事
に
着
手
。
２
０
１
４
年
に
再
生
さ
れ
た
三

宜
楼
は
、
門
司
港
を
愛
す
る
地
元
８
団
体
か
ら
成
る「
三
宜
楼

運
営
協
議
会
」が
、
北
九
州
市
よ
り
借
り
受
け
て
一
般
公
開
し

て
い
る
。

　
保
存
補
修
工
事
で
は
、
内
部
の
意
匠
を
保
存
し
な
が
ら
耐
震

補
強
を
施
し
、
基
準
を
ク
リ
ア
。
ま
た
、
石
垣
の
上
に
建
つ
ゆ

え
風
速
15
メ
ー
ト
ル
も
の
強
風
を
受
け
る
た
め
、
瓦
や
屋
根
材

の
補
修
も
行
わ
れ
た
。

　
空
中
に
浮
か
ぶ
楼
閣
の
よ
う
な
風
格
と
和
の
奥
ゆ
か
し
さ
が

残
る
三
宜
楼
は
、
街
の
シ
ン
ボ
ル
と
し
て
愛
さ
れ
、
当
時
を
彷

彿
さ
せ
る
よ
う
な
優
雅
な
時
間
を
提
供
し
続
け
て
い
る
。

写真提供＝北九州市産業経済局

2 階の大広間「百畳間（上）と「三宜楼」の全景（左）

＊ 壁を塗り残したように壁下地を見せた窓

栄華を物語る
木造3階建ての
旧料亭「三

さ ん

宜
き

楼
ろ う

」

明

福岡県
北九州市
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半
額
で
販
売
。
多
く
の
人
に
実
際
に
履
い
て
も

ら
う
こ
と
で
商
品
価
値
の
周
知
を
図
り
ま
し
た
」

—

正
し
い
と
信
じ
る
こ
と
を
実
直
に
続
け
る

こ
と
で
、
同
社
の
ケ
ア
シ
ュ
ー
ズ
は
唯
一
無
二

の
商
品
と
し
て
認
知
さ
れ
、
採
算
性
の
確
保
に

も
つ
な
が
っ
て
い
っ
た
。

〝
想
い
〟を
付
加
価
値
と
し

無
機
質
な
商
品
を
有
機
質
に
変
え
る

　
「
２
０
０
１
年
か
ら
は
パ
ー
ツ
オ
ー
ダ
ー
シ
ス

テ
ム
を
開
始
。
左
右
の
足
の
大
き
さ
や
長
さ
が

違
っ
た
り
、
む
く
み
、
片
マ
ヒ
な
ど
悩
み
は
一

人
ひ
と
り
違
い
ま
す
。
ニ
ー
ズ
に
徹
底
し
て
応

え
る
べ
く
、
靴
底
の
高
さ
調
節
や
サ
イ
ズ
の
特

注
な
ど
き
め
細
か
に
対
応
し
て
い
ま
す
。
お
客

様
か
ら
は
毎
日
歩
く
の
が
楽
し
く
な
っ
た
な
ど

感
謝
の
お
声
が
寄
せ
ら
れ
て
い
ま
す
」

—

個
別
対
応
で
手
間
は
か
か
る
も
の
の
、
要
望

の
多
い
パ
ー
ツ
を
定
番
化
す
る
こ
と
で
コ
ス
ト
は

下
げ
ら
れ
る
。〝「
あ
ゆ
み
」な
ら
必
ず
合
う
靴
が

あ
る
〟と
い
う
購
入
者
の
声
は
、
新
規
顧
客
獲
得

に
も
つ
な
が
っ
て
い
る
。
そ
し
て
、
同
社
が
高
齢

者
の
支
持
を
集
め
る
も
う
ひ
と
つ
の
理
由
が
、「
真

心
の
は
が
き（
手
書
き
メ
ッ
セ
ー
ジ
）」の
導
入
だ
。

　
「
高
齢
者
施
設
に
伺
う
と
、
家
族
と
の
接
触
が

減
り
、
寂
し
い
思
い
を
さ
れ
て
い
る
方
が
多
い
こ

と
に
気
づ
き
ま
し
た
。
そ
こ
で
物
心
両
面
か
ら
サ

ポ
ー
ト
し
た
い
と
い
う
想
い
で
、
社
員
の
手
書
き

メ
ッ
セ
ー
ジ
を
商
品
に
添
え
て
い
ま
す
。
ま
た
、

ア
ン
ケ
ー
ト
を
返
し
て
く
れ
た
方
に
は
２
年
に
わ

た
っ
て
誕
生
日
プ
レ
ゼ
ン
ト
も
贈
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
想
い
が
無
機
質
な
靴
を
、
か
け
が
え

の
な
い
商
品
に
変
化
さ
せ
る
の
で
す
。
ご
購
入
い

た
だ
い
た
方
か
ら
は
社
員
個
人
あ
て
に
お
礼
状
が

届
き
、そ
の
数
は
年
間
１
０
０
０
通
に
上
り
ま
す
」

—

購
入
者
の
喜
び
や
感
謝
の
礼
状
は
社
員
の

モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
ア
ッ
プ
に
も
つ
な
が
っ
て
い
る
。

礼
状
に
は
靴
の
履
き
心
地
や
要
望
な
ど
が
書
き

込
ま
れ
て
い
る
こ
と
も
あ
り
、
よ
り
よ
い
商
品
の

開
発
に
も
役
立
て
ら
れ
て
い
る
。

　
「
サ
イ
ズ
別
販
売
の
特
許
取
得
は
行
っ
て
い
ま

せ
ん
。
高
齢
化
が
進
む
日
本
で
、
ケ
ア
シ
ュ
ー

ズ
の
市
場
に
他
社
の
参
入
を
妨
げ
て
は
、
購
入

者
で
あ
る
高
齢
者
の
た
め
に
な
ら
な
い
か
ら
で

す
。
こ
の
決
断
が
、
よ
り
多
く
の
人
の
喜
び
に

つ
な
が
る
と
信
じ
て
い
ま
す
」

—

現
在
、
大
手
も
含
め
て
参
入
者
が
増
え
た

が
、「
真
心
を
届
け
る
」き
め
細
か
な
サ
ー
ビ
ス

で
国
内
ト
ッ
プ
シ
ェ
ア
を
走
り
続
け
て
い
る
。

年
商
は
１
９
９
５
年
の
２
億
５
０
０
０
万
円
か

ら
、
24
億
円
へ
と
成
長
し
た
。
今
後
は
団
塊
世

代
の
高
齢
者
に
対
し
、
よ
り
洗
練
さ
れ
た
デ
ザ

イ
ン
性
な
ど
多
様
化
す
る
ニ
ー
ズ
に
も
対
応
し

な
が
ら
、
安
全
・
安
心
で
感
動
し
て
も
ら
え
る
商

品
づ
く
り
を
続
け
て
い
く
と
い
う
。

付 加 価 値 創 造 に 挑 戦

注 企業を訪ねる

で
す
。
当
時
は
高
齢
者
向
け
に
考
え
ら
れ
た
靴

な
ど
な
く
、
一
般
向
け
の
靴
や
サ
ン
ダ
ル
を
履

く
高
齢
者
に
転
倒
が
多
発
し
て
い
ま
し
た
。

さ
っ
そ
く
開
発
に
乗
り
出
し
ま
し
た
が
、
高
齢

者
の
靴
に
関
す
る
知
識
は
皆
無
。
そ
こ
で
２
年

の
歳
月
を
か
け
て
30
軒
以
上
の
施
設
を
ま
わ
り
、

５
０
０
人
以
上
の
高
齢
者
か
ら“
重
い
”“
色
が

地
味
”“
価
格
が
高
い
”な
ど
数
多
く
の
声
を
集

め
た
の
で
す
。
そ
し
て
改
良
を
重
ね
、
つ
ま
先

上
が
り
で
転
倒
予
防
の
機
能
性
を
持
ち
、
明
る

い
色
で
軽
量
の
リ
ー
ズ
ナ
ブ
ル
な
ケ
ア
シ
ュ
ー

ズ『
あ
ゆ
み
』を
開
発
し
ま
し
た
」

—

発
売
と
同
時
に
、
業
界
初
の
「
左
右
別
サ

イ
ズ
販
売
」
や
「
片
方
の
み
の
販
売
」
も
ス
タ
ー

ト
し
た
。
調
査
で
は
、左
右
の
サ
イ
ズ
が
異
な
っ

た
り
、
歩
行
の
状
態
に
よ
り
片
方
の
靴
だ
け
が

傷
み
や
す
い
と
い
う
悩
み
を
聞
い
て
い
た
。
し

か
し
、
在
庫
管
理
や
生
産
調
整
な
ど
の
問
題
で
、

左
右
別
サ
イ
ズ
・
片
方
の
み
の
販
売
は
靴
業
界

の
非
常
識
だ
っ
た
。

　
「
常
識
外
れ
で
も
ニ
ー
ズ
を
知
っ
た
わ
け
で
す

か
ら
、
人
の
役
に
立
つ
ビ
ジ
ネ
ス
を
貫
こ
う
と
決

意
し
ま
し
た
。
し
か
し
最
初
は
全
国
の
高
齢
者

施
設
に
カ
タ
ロ
グ
を
送
付
し
て
も
、
担
当
者
ま
で

届
か
ず
に
破
棄
さ
れ
る
こ
と
が
多
々
あ
り
ま
し

た
。
そ
こ
で
２
年
間
、
徹
底
的
に
テ
レ
マ
ー
ケ

テ
ィ
ン
グ
で
商
品
Ｐ
Ｒ
を
実
施
。
Ｐ
Ｒ
後
に
カ
タ

ロ
グ
送
付
と
い
う
手
法
が
効
果
を
成
し
、
手
ご

た
え
を
感
じ
始
め
ま
し
た
。
さ
ら
に
サ
ン
プ
ル
で

は
な
く
販
売
用
の
商
品
も
送
り
、
初
回
は
定
価
の

高
齢
者
の
ニ
ー
ズ
を
聞
き
取
り

「
左
右
別
サ
イ
ズ
」「
片
方
の
み
」

の
販
売
を
展
開

—

高
齢
者
の
足
の
悩
み
を
徹
底
分
析
し
、快
適

な
歩
行
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
ケ
ア
シ
ュ
ー
ズ
「
あ
ゆ

み
」を
展
開
す
る
徳
武
産
業
。１
９
９
５
年
の
発
売

以
降
、
累
計
１
０
０
０
万
足
を
売
り
上
げ
る
ト
ッ

プ
ブ
ラ
ン
ド
だ
が
、
こ
こ
に
至
る
ま
で
は
困
難
な

挑
戦
の
連
続
だ
っ
た
。か
つ
て
は
学
童
用
シ
ュ
ー

ズ
の
Ｏ
Ｅ
Ｍ
生
産
で
安
定
経
営
を
図
っ
て
い
た
も

の
の
、
１
９
９
０
年
代
に
入
り
Ｏ
Ｅ
Ｍ
生
産
が
海

外
工
場
に
移
転
。同
社
は
窮
地
に
立
た
さ
れ
る
。

　
「
生
き
残
り
の
た
め
自
社
ブ
ラ
ン
ド
開
発
を
模

索
し
て
い
た
頃
、
高
齢
者
施
設
を
運
営
す
る
友

人
か
ら〝
転
び
に
く
い
靴
〟の
相
談
を
さ
れ
た
ん

靴業界の非常識に挑戦し
左右別サイズ・片方のみの販売を展開

高齢者の転倒予防という
ニッチを追求した靴を開発

真心を届けるサービスで商品の
付加価値と購入者の満足度を高める

徳
武
産
業
株
式
会
社

社員あてに届いた礼状 社員が手書きし商品に添える「真心のはがき」

靴幅や高さ調整、ベルト開閉方向変更、ゴム底への変更など、パー
ツ オ ー ダ ー 注 文 も 可 能。(靴 幅 調 整 1,836円/片 方 〜、 高 さ 調 整 
+0.5cm 2,052円/片方〜）

ここが注目ポイント

靴業界の常識を打破する挑戦で
高齢者ケアシューズ市場の
トップシェアを獲得

十
そ

河
ご う

 孝男 氏
代表取締役会長 

本　　社 	●	 香川県さぬき市大川町富田西
		  3007番地 
創　　業 	●	 1957年
資 本 金 	●	 1,000万円
従 業 員 	●	 69名
事業内容 	●	 高齢者用リハビリシューズ・ルーム

シューズの製造、開発、販売

施設用、室内用、外出用など用途に合わせデザイン豊富な「あゆみシューズ」。左右サイ
ズ別、片方のみ 3,348 円〜。写真は施設用の「ダブルマジックⅡシリーズ」

足
囲
の
比
較

通  常 調整後
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　政府は8月2日、事業規模28.1兆円の「未来への投資
を実現する経済対策」を閣議決定した。同経済対策では、
一億総活躍社会の実現の加速、21世紀型のインフラ整
備、熊本地震や東日本大震災からの復興や防災対応の強
化などに重点が置かれている。
　また、8月24日には総額3.2兆円となる平成28年度
第2次補正予算案を閣議決定した。住宅産業に関する主な
ものとしては、2020
年までに新築戸建住宅
の過半数をZEHとす
る こ と を 目 指 し て

「ZEH普及加速事業」
に100億円を充てる。
　また、「既存住宅流
通・リフォーム市場の
活性化」に250億円
を計上し、インスペ

クションの実施などにより、若者の既存住宅の取得を支
援する。さらに、消費増税による住宅取得者の負担軽減
措置である「すまい給付金」を継続実施するため、「住宅
市場安定化対策事業」に315億円を計上するとしている。
　林産業に関しては、「CLT利用促進」や「合板・製材の
国際競争力強化」など、製造設備の整備等を支援すると
している。

編集室より

■ 広告掲載・誌面に対するご意見、ご感想は
　 建材マンスリー編集室専用アドレスまでお寄せください。

住友林業株式会社 木材建材事業本部 事業企画部

   kenzai-monthly@sfc.co.jp

■ 弊社ホームページに特集ページのみを掲載中です。
   http://sfc.jp/mokuzai/kenzaimonthly/

　国土交通省は、8月2日より「平成28年度サステナブ
ル建築物等先導事業（気候風土適応型）」提案の募集を開
始した。この事業は、伝統的な住文化を継承しつつも、
環境負荷の低減を図るモデル的な住宅の建設に対して、
国が掛かり増し費用＊1の一部を補助するもの。

■ 補助対象住宅 
下記すべての要件に該当する新築の木造住宅 

（1）地域の気候風土に応じた木造建築技術を活用
（2）現行の省エネルギー基準では評価が難しく、総合的な

見地から環境負荷低減に寄与する複数の対策を実施
（3）有識者による評価委員会により、低炭素住宅または長

期優良住宅と同程度に良質であると評価を受ける
（4）2016年度内に事業に着手する

■ 補助対象者
補助対象住宅の建築主
■ 補助金の額 

「掛かり増し費用相当額」1/2（建設工事費の10％（戸当たり
100万円を上限）とする）のうち、国土交通省が認める費用
■ 募集期間
第１回受付：2016年   8月  2日～ 2016年  9月15日（必着）
第２回受付：2016年10月14日～ 2016年11月15日（必着）
第３回受付：2016年12月15日～ 2017年  1月31日（必着）
■ 問い合わせ先（原則として電話）

「（一社）木を活かす建築推進協議会内 サステナブル建築
物等先導事業（気候風土適応型）評価・実施支援室」　
ＴＥＬ：03-3588-1808  （平日9：30〜17：00  ※12：00〜13：00を除く）

■ 支援室ホームページ
http://www.sendo-shien.jp/kikou_28/ 

「未来への投資を実現する経済対策」  
－28.1兆円の事業規模、平成28年度第2次補正予算案も決定

「平成28年度サステナブル建築物等先導事業（気候風土適応型）」
提案の募集開始　－国土交通省

リオで高松ペアが金メダルを獲得しました。ライブ中継の興奮から自分もプレ
イしたい衝動に駆られ、学生時代に使っていたラケットを探しました。すると
新品のラケットを発見。そう、４年前にも同じ理由から新調し、数回使っただ
けで押入れ行きにしていたのです。すっかり存在を忘れられていたロンドン産
ラケット。４年後もきっと同じ形で発見されるのだろうな・・・と思いながら、
そっと押入れに戻しました。（M）

編
集
後
記

今月のニュース

表紙：住友林業（株） 住宅事業本部　信州支店　松本南展示場

＊1：掛かり増し費用＝地域の気候風土に応じた木造住宅の建築技術・工夫等を導入した場合と導入しない場合の工事費の差額

■ 住宅産業、林産業関連施策

取り組む施策 具体的措置 平成28年度
第2次補正予算

社会全体の所得と
消費の底上げ

・ZEH普及加速事業                                                （経済産業省）
・既存住宅流通･リフォーム市場の活性化                    （国土交通省）
・子育て世帯等の住まいに係る支援                           （　　〃　　）

100億円
250億円
55億円

地方創生の推進 ・空き家の活用、除去等                                          （国土交通省）
・国内外の建設技能人材の確保･育成                         （　　〃　　）

－
2.5億円

災害対応の強化・
老朽化対策

・地域における防災･減災･老朽化対策等の集中的支援   （国土交通省）
・住宅･建築物の耐震化の促進                                  （　　〃　　）

2,553.9億円
58億円

安全･安心の確保 ・住宅市場安定化対策事業（すまい給付金）               （国土交通省） 315億円

農林水産業の輸出促進と
競争力強化

・CLT利用促進総合対策                                          （農林水産省）
・合板・製材の国際競争力の強化                                  （　　〃　　）
・林業の成長産業化                                                （　　〃　　）

10億円
330億円
315億円
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